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石綿肺がん高裁で逆転勝訴
兵庫●丸本さん、提訴から7年

「主文、原判決を取り消す」。1
月28日午後1時10分、満席の大
阪高裁73号法廷に判決文を読
み上げる声が響いた。アスベス
トが原因で肺がんを発症したと
して労災申請を行ったが、労働
基準監督署が労災と認めなかっ
たため、労災不支給処分の取り
消しを求め争っていた丸本訴訟
の判決が、大阪高裁で言い渡さ
れた。石井寛明裁判長は、請求
を棄却した一審・神戸地裁判決
を取り消し、労災と認める判断を
行った（40頁の表の事例①）。
○訴訟の概要

川崎重工神戸工場において
24年間にわたり造船作業に従
事してきた丸本佐開さん（66歳）
は、2003年3月に肺がんで亡くな
られた。ご遺族は、生前に本人
さんから聞いた作業状況から、
死亡の原因は石綿ではないかと
考え、2005年11月に神戸東労働
基準監督署に労災遺族補償年
金の支給を請求した。しかし神
戸東署は、石綿肺がんの医学的
認定要件とされる胸膜プラーク
が画像上で認められないため、
労災ではないと判断した。

そのため2008年10月、ご遺族
は神戸東署の不支給処分の取
り消しを求め神戸地裁へ提訴し
た。しかし、5年の審理を経て、

2013年11月に原告敗訴の判断
が言い渡された。地裁判決では、
「胸膜プラークが存在する高度
の蓋然性を基礎付ける事情が
認められるなど上記（労災認定）
基準を満たす場合に準ずる評価
をすることができる場合には、胸
膜プラークが胸部X線写真又は
胸部CT画像上認められないこと
をもって直ちに業務起因性を否
定するべきではない」との見解を
示したうえで、丸本さんの場合は
高度の蓋然性が認められないと
判断した。
○控訴審での審理

控訴審においては、「胸膜プ
ラークが存在する高度の蓋然
性」をいかに立証するかが焦点
となった。そこで、丸本さんの同
僚に石綿被害が多数発生して
いることを証明するため、国が保
有する川崎重工神戸工場にお
けるすべての石綿労災認定事
例の復命書と、石綿健康管理手
帳交付者の就労期間や場所・業
務内容について情報開示を求
めた。国側は開示に関して固辞
したが、裁判所の判断により川
崎重工神戸工場における石綿
被害の実状が明らかとなった。
その内容は、同工場においては、
実に61名が石綿関連疾患で労
災認定（時効救済を含む）を受

け、胸膜プラークを有する石綿
健康管理手帳の所持者は270
名以上いるという事実である。

開示された情報を精査するこ
とで、丸本さんと同じ仕事を行い
労災認定された事例や、丸本さ
んと同じ作業を行っていた従業
員の中に胸膜プラークがある者
がたくさんいることを主張した。さ
らに、元同僚の陳述書を提出し、
丸本さんが肺がんを引き起こす
ほどの石綿曝露を受けたことを
立証してきた。
○判決内容

控訴審判決の主文は、「①原
判決を取り消す。②神戸東労働
基準監督署長が控訴人に対し
て平成18年3月20日付けでした
労働者災害補償保険法による
遺族補償給付を支給しない旨の
処分を取り消す。③訴訟費用は
1・2審を通じて被控訴人の負担
とする」という内容です。

判決では、胸膜プラークについ
て、「石綿曝露を受けた者の前
例に生ずる感情性の高い指標
ではない」「当該被災者が10年
曝露要件を満たしており、かつ、
相当量の石綿曝露があったこと
が証拠上認められるにもかかわ
らず、胸膜プラークが画像上見
上検出されないからといって直
ちに業務起因性を否定すること
は相当ではない」との見解が示
された。しかし慎重に、「石綿曝
露作業に従事した期間のみを指
標として2倍曝露の有無を判断
することは適当でない」としたうえ
で、医学的要件を満たさなくても
「石綿曝露の具体的状況を検
討し、その結果として平成18年
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認定基準を満たす場合に準ず
る評価をすることができるかどう
かを検討する」とした。

そして、1審・2審において胸膜
プラークの有無に関して意見を
述べた医師それぞれの見解を
引用しながら、「胸膜プラークが
存在していたと認めることはで
きない」と結論付けた。しかしな
がら医師の意見も分かれており、
「各部位に胸膜プラークが存在
する相当程度の可能性があるこ
とまで否定することはできない」と
の見解を示した。

そのうえで、被災者と同時期
に神戸工場で働いていた他の
従業員の石綿曝露状況を検討
している。被災者と同種の作業
員20名以上にプラークがあり、直
接石綿を取り扱っていない周辺
業務の作業員13名にもプラーク
があり、被災者と同じ船殻課に在
籍し労災認定を受けた者が4名
あり、しかも工場内で看護師とし
て勤務し悪性胸膜中皮腫を発
症した事例にもふれながら、「（被
災者）がうけた石綿曝露は、（被

災者）の肺内に胸膜プラークを
形成するに十分な程度に至って
いたものと認めるのが相当であ
る」と判断した。
○石綿肺がんの救済状況

石綿による肺がんの労災認定
基準（2006年2月基準）は、次の
①から④のいずれかに該当する
場合は業務上となっていた。①
石綿肺、②胸膜プラーク+石綿
曝露作業10年以上、③石綿小
体又は石綿繊維＋石綿曝露作
業10年以上、④10年未満であっ
ても胸膜プラークまたは一定量
以上の石綿小体が認められるも
のは本省協議。

世界の医学界においては、
「石綿肺がんは中皮腫の2倍Jと
のコンセンサスが確立している。
しかし、日本では労災として認め
られている石綿肺がんの人数は
中皮腫より少ないという傾向が
続いている（1・2月号特集記事等
参照）。
○高裁判決の意義

石綿肺がんの労災認定率は
きわめて低い状況であるが、そ

の大きな原因は認定基準におけ
る医学的要件に関するハードル
の高さにあると考える。労災の認
定基準として示されている「胸膜
プラークが認められること」という
点は、読影する医師により大きな
幅があるからである。しかも、レン
トグンやCT画像に胸膜プラーク
が映っていなくても、解剖の際に
発見されるケースも多く、労災病
院の医師らが発表した論文でも
画像のみでプラークの有無の判
断を行うのは困難であるとされて
いる。だからこそ、今回の高裁判
決が示したように、曝露実態を重
視した調査に基づき、業務上外
の判断をすべきだと考える。

また、石綿新法による時効救
済事案に関しては、医証がまった
くないケースが想定されたため、
平成18年に臨時全国労災補償
課長会議において「過去に同一
事業場で、同一時期に同一作業
に従事した同僚労働者が労災
認定されている場合や、相当高
濃度の石綿ぱく露作業が認めら
れる場合には、本省あて相談さ
れたい」との文章が配布された。
今回の高裁判決は、まさにこの
考え方に沿って判断しているの
であり、時効救済事案だけに限
らず一般の労災事案についても
同じ運用を行う必要がある。
○「お疲れさまでした」

今回の高裁判決を受けるまで
には、労災申請から10年が、裁
判提訴から7年の時間を要した。
この問、労災不支給、審査請求
棄却、再審査請求棄却、神戸地
裁棄却と続き、原告の苦労は誰
も察することができないほどのも
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のがあったと思う。
昨年9月の結審の際、裁判長

が原告に対して「長い問、お疲れ
さまでした」とかけられた言葉が
印象的だった。泣き寝入りせず
国と闘い続けた原告の頑張りと、
弁護団の先生方の奮闘と、原告
を支え続けた患者と家族の会の
皆さんの頑張りがつかんだ勝利
判決である。長い期間を要して
勝ち取った今回の判決は、大変
貴重な内容であり、多くの石綿被
害者の救済拡大に必ずつながる
と確信している。
○原告・丸本さんの想い

平成17年のクボタ・アスベスト
報道により、亡くなった夫の肺が
んの原因は石綿ではないかと考
え、アスベストセンターへ電話し
たのが最初のきっかけでした。
喫煙しない夫が、主治医からの
告知の際に、「造船所で働き、同
僚にじん肺者がいた」と話したこ
とを思い出したからである。

遺族補償給付の請求をしたも
のの不支給決定通知が届き、労
基署からは「レントグン画像でプ
ラークが認められないから」と説
明を受けました。患者と家族の
会の会員となり、石綿問題と向き
合うにつれ、厳しい認定基準で
被害者が切り捨てられる現実を
知り、自分だけの問題ではないと
気持ちの変化がありました。しか
し、周囲の方にご迷惑をおかけ
しているとの思いで落ち込み、多
忙な古川会長さんに電話し、気
持ちを立て直したことも多くありま
した。

平成20年10月に神戸地裁に
提訴しましたが、多くの方に助け

ていただきました。5年もの裁判
の結果、判決は棄却となり、悔し
かったです。すぐに「控訴を」と口
にしましたが、一人になりこれ以
上皆様にご迷惑をかけてよいも
のかと落ち込んだものです。とこ
ろが弁護土の先生方の石綿裁
判への情熱と闘志に接し、元気
に頑張ることが私の立ち位置だ
と自分に言い聞かせてきました。

弁護士の先生方はじめ、支援
団体、夫の会社のOB有志の方、

息者と家族の会の皆さま、お一
人おひとりの力の結集で、今回の
判決を勝ち取れたと思っておりま
す。感謝一杯です。

皆さまのご支援で頑張れ、こ
の日を迎えられましたことに心か
ら感謝いたし、お礼申し上げま
す。これからの私は健康管理に
努め、応援する側で頑張りたいと
思っております。
※前頁写真は判決後の記

者会見、中央丸本さん
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再発から傷病年金への移行
脊損連合会●厚生労働省交渉で新通達

全国脊髄損傷者連合会は、
2015年9月1日に厚生労働省労
働基準局長に面談して労災問
題の改善を要望し、10月13日に
補償課長らから回答を受けるとと
もに、交渉を行った。

メインの要望事項として、「障害
（補償）年金から傷病（補償）年
金への切り替えを手続きをスムー
ズに」ということで、「脊髄損傷で
障害年金受給者が、脊髄損傷
の併発した疾病が再発した場
合、傷病年金へ切り替えること」
を求めた。

＜説明＞は以下のとおりで
あった。
「脊髄損傷で障害（補償）年

金を受給している者が再発の手
続を求めた場合に、『ともかく一
度休業（補償）給付に切り替え
る、その場合介護（補償）給付は

受給できない』と労働基準監督
署から言われている現実があり
ます。

とりわけ『介護（補償）給付は
受給できなくなる』ことがネックに
なって、再発であるにもかかわら
ず労災保険処理がなされず、結
果、業務上の傷病の療養の経過
とし労働基準監督署に把握され
ないために、後に死亡した際の
遺族補償の取り扱いにも影響を
及ぼしています。

労災年金福祉協会作成『平
成15年版わかりやすい労災年
金のしくみと手続』では以下のよ
うに説明されている（21頁）。
『再び療養が必要となった場

合』には、『療養のために就労で
きない場合で、傷病等級の第1
級～第3級に該当するときは、傷
病（補償）年金、それ以外のとき


